
事業群評価調書（平成30年度実施）
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(３)

①

③

基準年 H28 H29 H30 H31 H32

目標値① 60% 65% 70%
70%以上
を維持

70%以上
を維持

②／① 75% 86%

基準年 H28 H29 H30 H31 H32

目標値① 60% 70% 80% 90% 100%

②／① 164% 141%

H28実績 H28目標 H28実績

H29実績 H29目標 H29実績

H30計画 H30目標

32 32 100%

13 19 146%

13

60 45.2 75%

65 56.2 86%

70

100 100 100%

100 100 100%

100

60 45.2 75%

65 56.2 86%

70

取組
項目
ⅰ

21,695 14,464 1,609

成果
指標

県学力調査で6割以
上理解している児童
生徒の割合<小・中学
校>(%)

22,317 14,878 1,599

1,608

市町
児童生徒の学力向上のための非常勤講師や学
習支援員等を市町立小・中学校に配置する市町
を補助し、学校の人的支援体制の整備を図った。

活動
指標

配置計画市町に対す
る補助実績（配置実
績市町数／配置計画
市町数）

市町が学力向上のために配置する非
常勤講師等にかかる経費を一部補助す
ることにより人的支援に寄与した。
なお、目標値は達成できなかったもの
の、本事業は、各市町内の学校の課題
や地域の実情に応じて配置されており、
児童生徒の個に応じたきめ細やかな支
援に大きく貢献している。

2

児童生徒の学力向上
のための非常勤講師
等配置支援事業 H26-

24,198 16,132

義務教育課

6,138 6,138 6,397

児童生徒の学力を検証するための調査問題を作
成し、学力調査を実施した。さらに、学力向上のた
めの各委員会において、学力調査の分析結果と
改善策について協議を行うとともに、それらを受け
た教員の資質向上に向けた研修会を開催した。

公立小・中
学校の児
童生徒及
び教員

活動
指標

教員の指導力向上に
資する研修会実施回
数（回）

学力調査の結果から明らかになった課
題の中から、県全体で改善を図る課題
を提示し、各市町教育委員会及び各学
校において、その改善に取り組んだ。ま
た、研修会では、各学校の管理職に対
して課題改善や新学習指導要領に関す
る情報を提供したり、校内の取組につな
ぐよう働きかけた。

○6,437

成果
指標

県学力調査で6割以
上理解している児童
生徒の割合<小・中学
校>(%)

指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

29年度事業の成果等

中
核
事
業

うち
一般財源

人件費
(参考)

事業対象
29年度事業の実施状況

（30年度新規・補正事業は事業内容）
指標 主な目標

達成率
事業
番号

取組
項目

事務事業名 事業
期間

事業費　(単位:千円） 事　　業　　概　　要

所管課(室)名

事
業
群

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度） （進捗状況の分析）

①県学力調査（国語、算数・数学）で６割以上理解
している児童生徒の割合（小・中学校）

70％以上を維持
（H32）

①本県独自の学力調査により、児童生徒の課題を適切に把握し、課
題改善に向けた学校の取組を支援するとともに、教師の授業力向上
に資する研修会を実施した。実績値の推移を見ると、目標値60％に
対して、平成27年度は46.4％、平成28年度は45.2％と横ばい状態で
あったが、平成29年度は56.2％と、若干の伸びが見られた。
③平成28年４月に学校教育法が改正され、小学校から中学校までの
義務教育を一貫して行う「義務教育学校」が新たな学校種として規定
された。本内容については通知および各種会議を通じて周知を行い、
小中一貫及び小中連携教育の推進について働きかけを行ってきた。
また、平成28･29年度に小中一貫教育を推進する研究校を指定し、そ
の成果や教育方法を県内に発信してきた。このような要因により、小
中連携による教育活動は、高い実施率で推移している。

やや遅れ

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度）

98.5% 99.2%実績値②
53%

（H26)

小中一貫教育など特色ある学校づくりの推進
事 業 群 名

１．計画等概要

（長崎県総合計画チャレンジ2020　本文） （取組項目）

①　子どもたちが、変化の激しいこれからの社会を主体的・創造的に生きていくために、学校教育におい
て「生きる力」の知の側面である「確かな学力」を確実に身に付けさせます。
③　小中等校種間で子どもたちの実態や指導の在り方などについて相互理解を深め、各校種の基本的
役割を再確認するとともに、広い視野に立って教育活動の充実・改善を図り、校種間の枠を超えた協働
連携による一貫性のある教育を推進します。

ⅰ）県学力調査等に基づく学力向上対策の推進と県立高校の学力向上支援、及び校種間連携と時代の変化や多様
なニーズに対応できる学校づくりの推進（事業群①③）
ⅱ）各地域や学校の実情を踏まえ、土曜日を活用した豊かな体験活動等の提供（事業群①）

施 策 名 学力の向上と個性を活かした教育の推進 課 （ 室 ） 長 名 木村　国広

変化の激しい社会を生き抜く「確かな学力」の育成 事業群関係課(室) 高校教育課、生涯学習課

基 本 戦 略 名 次代を担う子どもを育む 事業群主管所属 教育庁義務教育課

進捗状況実績値②
46.4%
（H27)

45.2% 56.2%

進捗状況

２．29年度取組実績（H30新規・補正は参考記載）

③小中連携による教育活動を実施している小・中
学校の割合

100%
（H32）

順調

1

長崎県学力調査実施
事業 H25-

9,326 9,326

4,920 4,920

義務教育課

6,434



8 8 100%

8 8 100%

8

100 100 100%

100 100 100%

100

4 4 100%

4 4 100%

4

2.5 6 240%

7 7 100%

7

6以上 9 100%

12以上 15 100%

17以上

60以上 67 100%

60以上 73 100%

60以上

数値目標なし 10,542 ―

9,153 11,390 124%

10,741

数値目標なし 99.3 ―

95 99.4 104%

95

3,600 5,023 139%

4,400

100 100 100%

100

6 6 100%

6

100 95.7 95%

100

取組
項目
ⅰ

2,485 2,485 10,460

成果
指標

研究指定校において
生徒に求める資質・
能力の育成に資する
よう授業改善を行っ
た教員の割合（％）

3,011 3,011

高校生
教員

次代を担う高校生に求められる資質・能力を育成
する学校の組織的な取組や実践研究を支援し、
教員の指導力の向上を図った。
また、研究指定校６校の取組や実践研究の成果
について報告会等を通じて、各高校に広く普及を
図った。

研究指定校の研究成
果についての報告会
の実施校数（校） 研究指定校６校において、生徒に求め

る資質・能力の育成に資するよう授業
改善を行った教員の割合が95%を超え
るなど、ほとんどの教員が授業改善を
行った。

8

次代を担う高校生の資
質・能力を育成する指
導改善プロジェクト H29-31

高校教育課
10,395

活動
指標

成果
指標

説明会の内容につい
て、校内研修等によ
り、情報を共有した学
校の割合（％）

5,878 5,878 3,198

2,133 3,218

教育課程説明会の受
講者数（人）

活動
指標

7

次期学習指導要領へ
の対応を図る教科等
指導力向上事業 H29-32

義務教育課

学習指導要領の改訂に伴い、小学校では平成32
年度から、中学校では平成33年度から全面実施
となる新しい教育課程の説明会を実施した。

2,133

25,799 25,799 198,736

成果
指標

子どもたちの「確かな学力」育成に不可欠な教職
員としての実践的指導力や使命感を養うため、職
務研修（管理職研修等）、教科・領域等研修（各教
科研修等）、出前型研修（学校等に出向いて行う
講座・支援）等を実施した。

公立学校
教職員

概ね計画どおりに研修講座等を実施
し、受講者の満足度は高いものであっ
た。特に、道徳の研修講座を新たに開
設するとともに、アクティブ・ラーニング
の視点からの授業改善に係る研修、小
学校外国語教育研修、特別支援教育
の専門性向上のための研修、ミドル
リーダー育成研修等の充実を図った。

・小学校の教育課程説明会（全教科等）
は県内９会場、中学校の教育課程説明
会（総則・総合的な学習の時間・特別活
動）は県内７会場、予定通り実施し、各
会場において熱心な取組が見られた。
新学習指導要領への移行に向けた意
識を啓発することができた。

公立小中
学校の教
員

高校教育課
（教育センター）

192,704

198,637 活動
指標

42,321 42,321

6

教育研究・研修費
（教育センター運営費）

－

27,838 27,838 研修講座等の受講者
数（人）

研修講座の受講者満
足度（％）

課題解決型学習研究指定校３校は、大学講師招
へいや先進校視察を通した授業改善など学校の
実態に応じた研究を進めた。
サイエンスキャンプを１泊２日で実施し、課題解決
型学習能力の向上を図った。
長崎大学と連携し、ｵｰﾌﾟﾝﾗﾎﾞ、ｸﾗｽﾗﾎﾞ、ｻｲｴﾝｽ
ｶｰﾗﾎﾞ、ｻｲｴﾝｽ塾を実施した。

2,481 2,481 4,023

成果
指標

サイエンスキャンプで
の成果の発表が「優
秀」と認められるチー
ムの割合（％）

3,664 3,664

高校生
中学生
小学生
教員

4,021 活動
指標

サイエンスキャンプ参
加チーム数

11,194

18,899

指定校３校とも、生徒のスキルアップや
教師の指導力向上が図られた。
サイエンスキャンプにおいては指標を達
成したほか、内容に満足と答えた参加
生徒の割合が100％であり、効果があっ
た。

5

長崎サイエンス・スタ
ディー支援事業 H28-30

5,236 5,236

高校教育課
3,998

専門的な知見を有する学校司書の配置
により、県立高校の図書館活動が活性
化し、学習支援も充実した。また、その
活動を他の県立高校に情報提供を行っ
たことで、各校の図書館活動の充実に
も寄与した。

4
教科等教育指導費

―

18,318

29,901 21,449 12,069

成果
指標

12,399 12,399 12,874

成果
指標

研究指定校によって
授業の工夫・改善等
が見られた学校の割
合（％）

12,900 12,900

公立小・中
学校の児
童生徒及
び教員

各小・中学校において、学習指導要領の趣旨に
沿った教育の内容や方法等に関して、研究指定
校を指定し、その研究成果等を県内に広く公表し
た。

研究指定校数（校）

16,351

高校教育課

高校生等

学校の教育課程の展開に寄与し、授業に役立つ
資料を備え学習支援の役割を担う学校図書館
に、専門的な知見を有する学校司書を配置し、県
立高校における各教科の教育内容の充実や生徒
の言語活動の充実を図った。

活動
指標

司書資格を保有する
専任学校司書の配置
校数（校）

学校司書配置校の年
間１人当たりの生徒
への貸し出し冊数
（冊）

32,192 24,138

研究成果について、研究発表会を実施
することで県内へ広めるとともに、ホー
ムページや会議、研修会等を通して、
広く情報を発信することで、本県の学力
向上・授業改善の充実に寄与している。

3
教科等教育指導費

―

12,916 12,916

義務教育課
12,794

12,867 活動
指標



100

6

数値目標なし

85%以上

4 4 100%

4 4 100%

100 100 100%

100 100 100%

21 24 114%

25

80 100 125%

85

4

100

162 109 1,609

成果
指標

「土曜学習応援団」活
動が、子どもたちに
とってより豊かで有意
義な土曜日等の環境
づくりに機能している
と指導者・関係者が
自己評価する割合
（％）

609 406 5,597

11

ながさき土曜学習等応
援団育成・派遣事業

H29-31

生涯学習課

10

取組
項目
ⅱ

12

地域子ども教室推進
事業

全児童・生
徒

様々な教育プログラムを提供するために、多様な
経験や技能を持つ人材・大学企業・ＮＰＯ等の協
力により結成した「ながさき土曜学習応援団」の登
録数を、30団体とした。担当者研修会や会議等に
おいて、積極的に周知を行い、離島・半島地域に
おける活用を促した。

活動
指標

出前講座実施回数
(回)

ながさき土曜学習推進
事業

（Ｈ29
終了)

H27-29

8,068

○8,790 4,397 4,828

成果
指標

8,0424,051

生涯学習課

全児童・生
徒

土曜日等に学校施設や公民館等を活用して、地
域の多様な経験や技能を持つ団体や個人等の協
力を得て、体系的・継続的な教育プログラムを実
施し、子どもたちが充実した土曜日等を過ごす環
境づくりを推進した。

活動
指標 研修会の開催（回）

子どもたちにとってよ
り豊かで有意義な土
曜日等の環境づくり
に機能していると指
導者・関係者が自己
評価する割合（％）

長崎発　未来の創り手
育成プラン

放課後子ども総合プラン及び土曜学習
推進委員会で協議した内容を反映した
研修会を実施し、土曜学習に対する理
解を深め、指導者の資質向上につな
がった。
様々な教育プログラムが実施され、より
豊かで有意義な土曜日等の環境づくり
が推進できた。

各研修会等における「ながさき土曜学
習応援団」の積極的な活用を周知する
ことにより、離島・半島地域への派遣回
数は目標を達成することができた。より
豊かで有意義な土曜日等の環境づくり
が推進できた。

―

指定校において将来
ふるさとの発展に貢
献したいという意識が
高まった生徒の割合
（%）

32,367

高校生

17,247

―

高校教育課

9
（Ｈ30
新規）

H30-32

取組
項目
ⅰ

5,597

全児童・生
徒

県立高校生徒を対象に英語の４技能型民間資
格・検定試験を受検させ、その結果を県教委と各
学校が分析して指導改善プランを策定し、指導改
善に取り組む。最終的に、生徒の英語４技能を効
果的に育成する長崎モデルの確立を目指す。

毎年県立高校６校、３年間で１８校を研究指定し、
専門家や地元市町の協力を得ながら、地域活性
化に向けた取組等を行う。また、平成33年度まで
に全ての県立高校が、ふるさと教育についての体
系図と年間指導計画を作成する。

指導実績のある慶応大学と連携し、遠隔授業シス
テムを用いた講座「論理コミュニケーション」を配
信し、論理的に考察したり、自らの意見を表現し
たりする力を養う。また、同講座を指導できる教員
を育成する。

事業参加校における
指導改善プランの作
成率（％）

県立高校（全日制）に
おける「ふるさと教育
年間指導計画・体系
図」を作成している学
校数（校）

10,395

活動
指標

成果
指標

資格・検定試験
(GTEC)における1年
間の平均スコアの伸
び率

（H30
新規）
H30-

生涯学習課

子どもたちにとって豊
かで有意義な環境づ
くりに機能していると
指導者・関係者が評
価する「地域子ども教
室」の割合（％）

20,503 10,388

○

県内の各小学校区において、放課後や土曜日等
に小学校や公民館等を活用して、子どもたちの安
心・安全な居場所づくりと地域の多様な経験や技
能を持つ人材等の協力を得て自然・文化・スポー
ツ等様々な体験・交流活動の機会を提供すること
ですべての子どもたちが地域社会の中で、心豊か
に育まれる環境づくりを推進する。
H30年度から「土曜学習推進事業」と「放課後子ど
も教室推進事業」を統合し、「地域子ども教室推進
事業」として実施する。

活動
指標

成果
指標

研修会の開催（回）



事業構築の視点

1 ②

2 ②

3 ―

4 ―

取組
項目
ⅰ

引き続き、学校の教育課程の展開及び生徒の自発的、主体的な学習をより計画的に支援できるよう
に取り組んでいく。

児童生徒の学力向上
のための非常勤講師
等配置支援事業

市町が児童生徒の学力向上のために配置する非常勤講師や
学習支援員に加えて、新たにスクール・サポート・スタッフにか
かる経費を補助対象とした。また、学校訪問のほかに活用状
況調査を行うことによって支援状況や効果等をより正確に把
握し、目標達成に向けて事業の充実を図っていく。
※スクールサポートスタッフ：学習プリントの印刷や採点補助
など教員の事務の補助を行う。

現状維持

児童生徒の個に応じたきめ細かな支援を行うため、市町が児童生徒の学力向上のために配置する
非常勤講師や学習支援員及びスクール・サポート・スタッフ等にかかる経費を一部補助することで、
学校の人的支援を引き続き実施していく。また、学校訪問や活用状況調査によって支援状況や効果
等を把握し、目標達成に向けて事業の充実を図っていく。

改善

教科等教育指導費
【義務教育課】 　― 引き続き研究指定を実施し、新学習指導要領への移行を踏まえた授業の工夫・改善等を図っていく。 現状維持

教科等教育指導費
【高校教育課】 　―

４．30年度見直し内容及び31年度実施に向けた方向性

事業
番号

取組
項目 事務事業名

30年度事業の実施にあたり見直した内容 31年度事業の実施に向けた方向性

（H30の新たな取組は「H30新規」等と記載、見直しがない場合は「－」と記載） 見直しの方向 見直し区分

長崎県学力調査実施
事業

県教委と市町教育委員会、関係機関等による委員会におい
て、検証改善の具体的方策について協議を充実し、課題改善
に努める。併せて保護者に対しても家庭での取組と協力を依
頼する。さらに、理科の調査実施についても検討していく必要
がある。

県学力調査で小学校理科を実施するなど、児童生徒の学力向上に向けた取組の充実を図る。 改善

・県学力調査等に基づく学力向上対策の推進については、新学習指導要領において、実社会･実生活で生きて働く学力の育成が求められており、学校教育の内容が高度化しているという課題がある。この状況に対応
するために、県では、各種委員会等を設置し、結果分析や課題改善について協議を行い、質の高い学習が必要となる重点課題等を示し、授業提案及び各種通信、研修会を通して情報を広く発信共有することで学力向
上を図っている。今後も、調査集計・分析システムを効果的に活用しながら、各学校で課題を捉えた授業改善につなぐことができるよう働きかける必要がある。また、児童生徒の理数離れという課題がある中、全国学力
調査で3年に1度実施している理科の調査を、県学力調査では取り扱っていないことから、より総合的･汎用的な学力を児童生徒に身に付けさせるために、理科の調査実施についても検討していく必要がある。
・「次代を担う高校生の資質・能力を育成する指導改善プロジェクト」については、研究成果の報告会を行った研究指定校の割合は100％であり、生徒に求める資質・能力の育成に資するよう授業改善を行った教員の
割合が95.7％であった。本プロジェクトにおいて、各学校が「次代を担う高校生」に身に付けさせたい資質・能力を考え、育成に向けた授業改善・実践研究を行う。その際、地域や学校の実態を踏まえて、近隣の小中学
校等と連携していくこととする。
・長崎サイエンス・スタディー支援事業については、生徒の課題解決能力向上を意図した「サイエンスキャンプ」を１泊２日で実施したところ県内各校から１５チーム４９名の生徒の参加があった。参加生徒のうち、取組に
ついて満足と答えた生徒の割合が100％であった。大学の講師から、課題解決に向けた研究の仕方について優秀との評価を受けたチームの割合も７３％と目標である６割を超えた。今後さらにサイエンスキャンプの効
果を高めるために、参加チーム数の増加（17チーム以上）や長崎大学や県内スーパーサイエンスハイスクール指定校３校と連携したプログラムの開発を進めていく。
・教育センターでは、「長崎県　教員等としての資質の向上に関する指標」及び「長崎県教職員研修計画」に基づき体系的な研修を実施しているところであるが、とりわけ、本県の教育が直面している今日的課題（学習
指導要領改訂への対応等）、継続的課題（特別支援教育等）、育成的課題（指標を踏まえた管理職研修の構築 等）を踏まえた研修の充実を図っていく必要がある。

ⅱ）各地域や学校の実情を踏まえ、土曜日を活用した豊かな体験活動等の提供（事業群①）

・「ながさき土曜学習応援団」については、県内全域に派遣可能な登録団体が多いとはいえない。特に離島にも派遣が可能な新たな団体の登録を進める。

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性
ⅰ）県学力調査等に基づく学力向上対策の推進と県立高校の学力向上支援、及び校種間連携と時代の変化や多様なニーズに対応できる学校づくりの推進（事業群①③）



5 ③⑨

6 ②

7 ②

8 ―

9 ―

11 ②

12 ②

取組
項目
ⅰ

現状維持

長崎サイエンス・スタ
ディー支援事業

サイエンスキャンプの実施時期については、各学校にアン
ケート調査を行い、なるべく多くの学校が参加できる期日を決
定し、実施場所については県教育センターにすることで経費削
減を図る。

平成３０年度においては、これまでのサイエンススタディー事業の成果を踏まえて、平成３１年度から
の新たな理数科教育関係事業について検討する。

終了

長崎発　未来の創り手
育成プラン H30新規

　利用者がより利用しやすいように、ホームページに各団体の
詳しい活動内容等を掲載する。併せて利用者からのニーズに
対応できる団体の登録を進める。

　利用者が利用しやすいよう、県内全域へ派遣可能な大学や企業、ＮＰＯ等の登録を進める。 改善

学習指導要領改訂及びその移行期間（Ｈ３０～３２）を踏まえ、小学校と中学校において、地区別の教
育課程等説明会を継続して実施し、県内の全教員に変更内容や趣旨等を周知、徹底させていく。
また、平成３０年度中に国が示す学習評価の内容や学力調査の結果分析等を盛り込みながら、内容
の充実を図っていく。

改善

次代を担う高校生の資
質・能力を育成する指
導改善プロジェクト

指定する６校のうちの２校を特別枠として、次代を担う高校生
の資質・能力の一つとして「コミュニケーション能力」を掲げ実
践研究に取り組むとともに、学校全体で母語と英語によるコ
ミュニケーション能力の育成に取り組む学校を指定する。

次代を担う高校生に身につけさせるべき資質・能力の育成を図る高校の組織的な取組や実践研究を
支援し、教員の指導力の向上を図る。

現状維持

平成30年度における事業の実施状況を見ながら、必要な見直しがあれば検討していく。

注：「２．29年度取組実績」に記載している事業のうち、H29年度終了事業、100%国庫事業などで県の裁量
の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者制度導入施設評価対
象事業については、記載対象外としています。

教育研究・研修費
（教育センター運営費）

教育公務員特例法の一部改正に伴い、「長崎県　教員等とし
ての資質の向上に関する指標」及び「長崎県教職員研修計
画」を策定し、研修体系全体の見直しを行った。また、学習指
導要領改訂への対応として、小学校プログラミング教育に関す
る研修講座の開設や、キャリア教育に関する研修講座等の充
実を図る。

30年度に引き続き、32年度から順次実施される新学習指導要領に対応するための研修を充実させる
とともに、新たに策定した指標に示す資質能力育成を図るため、校長や教頭等への管理職研修の見
直しを行う。

改善

次期学習指導要領へ
の対応を図る教科等
指導力向上事業

　―

ながさき土曜学習等応
援団派遣・育成事業

地域子ども教室推進
事業 H30新規

　研修会、推進委員会、視察等を通して、市町及び運営者の理解を深め、地域子ども教室と放課後
児童クラブとの一体型及び連携した取組や子どもたちの安全・安心な居場所づくりを推進する。
　また、市町に対して人材確保の手立てなどの助言を行うとともに、研修会や県のホームページ等で
事業の周知・広報を行い、子ども教室への幅広い参加を呼びかける。

改善

取組
項目
ⅱ

【事業構築の視点】

① 視点① 事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
② 視点② 指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための

工夫を検討・実施できているか。
③ 視点③ 人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④ 視点④ 政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・

協力関係の整理ができているか。
⑤ 視点⑤ 県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥ 視点⑥ 県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦ 視点⑦ 戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧ 視点⑧ 国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨ 視点⑨ 経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩ その他の視点


